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おわりに
はじめに
公務員の懲戒処分について詳細に検討されたものは．知見の限りでは，拙
著「公務員懲戒法」（日本評論社）しか見当たらない。しかし，右書は，刊
行後既に約20年を経過しており，その間，筆者も種々の研究結果を発表して
きている（たとえば，郵政省委嘱研究など｡)。
しかし，懲戒処分は，種々の問題を内包する法領域であるために，未だに，
それらについての研究がなされないまま放置されている領域が多数残されて
いる。本稿もその領域において，未だ研究されていない事項についてのもの
である。
１懲戒処分の構造
公務員の懲戒処分の構造は，「種類」と「程度」の両者をもって櫛築され
ている○
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円懲戒処分の種類
１国家公務員法では，懲戒処分として，「免職，停職，減給又は戒告の
（１）
処分」（82条本文）の４種類を掲げている。また，地方公務員法でIま，「戒告，
減給，停職又は免職の処分」（29条１項本文）と同じく四種類を掲げている。
しかし，その掲記の順位が両者では全く反対となっているが，このことは，
格別の意味をもつものではなく，むしろ，４種類の処分が，一方では重度か
ら軽度へ，他方では軽度から重度へと掲げられていることから４種類の処分
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
は，それぞれに固有の領域をもちつつ厳格な階層秩序をなしていることを示
すもの，と考えるべきであろう。
右４種類の処分は，右に承たように，それぞれ固有の領域をもっていると
考えられるが，その相互の関係は，しかく分明ではない。たとえば「戒告」
と「減給」との領域を区分する基準は何か。換言すれば，「戒告」の上限は
どこに存し，「減給｣の下限はどこに存するか，右両者は密着しているか,そ
の間には多少の間隙があるのかなど実に困難な問題を包蔵している。つまり，
非達行為の態様には無限の種類が存するが，そのいずれを「戒告」の対象と
しいずれを「減給」の対象とするかの基準は，しかく明確ではないのであ
る。右以外においても同様の問題がある。
右に述べられた問題のうち，最も困難なものは，「戒告」の下限と，「免
職」の下限の問題である。前者は，懲戒処分の対象となる非運行為は，どこ
を限界とするか，あるいはどのような非運行為は懲戒処分ではない他の措置
(｢厳重注意｣，「訓告」など｡)の対象とするか，という極めて困難な問題があ
り，また後者は，懲戒処分の中で最も苛酷な「排除懲戒処分」である「免職」
は，どのような非達行為に対してなされるのか，その下位の処分であって身
分を剥奪しない，いわゆる「矯正懲戒処分」である「停職」にとどめるか，
などの問題である。
２ここで，４種類の内容を検討しておこう。
（１）「免職」（dismission,EntfernungausdemDienst）人事院公定訳
による。以下同じ｡）は，字義どおり，公務員としての身分を剥奪し，当該
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職員を公務員関係より排除する処分であって，一般に「排除懲戒処分」とい
われる。この処分を受けた職員は，単に，公務員の地位を剥奪されるにとど
まらず，「退職手当金」の不支給（国家公務員退職手当法８条１項１号）が
なされ，また，国家公務員等共済組合による給付の一部の支給制限（97条１
項）がなされるほか，右処分の日から２年を経過しない者は，公務員の欠格
条項に該当し，就官能力を喪失する（国公法38条１項３号）などの極めて苛
酷な処置をも受けることとなる。
（２）「停職」（suspentionfromfuty）は，「職員としての身分を保有する
が，その職務に従事しない」また，「……停職の期間中給与を受けることが
できない」（国公法83条２項）ものであって，公務員の基本的な権利の一つ
である「職務執行権」が停止され，したがってまた，ｎｏｗｏｒｋｎｏｐａｙの
原則の適用によって給与を受けられなくなるものである。しかし，身分は剥
奪されないので，「免職」とは異なって，「減給」及び「戒告」とともに「矯
正懲戒処分」といわれている。
（３）「減給（reductioninpay)」は,一年以下の期間，俸給の月額の５分
の１以下に相当する額を，給与から減ずるもの」（人規1２－０（職員の懲戒）
<以下「人規12-0」と唇称する｡＞・３条）である。「停職」と同様に「矯正
懲戒処分」であり，一種の「金銭罰」である。
（４）「戒告（reprimand)」は「職員が法第82条各号の１に該当する場合
において，その責任を確認し，及びその将来を戒めるものとする」（人規１２
－０．４条）ものである。本処分は，「矯正懲戒処分」に属するが，「金銭
罰」でなく，また，「職務執行権の停止」でもない。しかし「戒告」は，結
果的には昇給延伸という不利を伴うこととなる。
口懲戒処分の程度
１まず，「程度」について検討する。「程度」は極めて多様に定められて
おり，非運行為の態様に応じて，極めて厳格な「比例関係」が成り立つよう
配慮されていると考えられる。この場合に，「種類」と「程度」とを組合わ
2８
せると，無限の処分が存するとも考えることができる。以下においてその実
態を検証して承よう。
（１）「戒告」と「免職」については，「程度の問題」は生じないが，それ
ぞれの処分についての下限の問題があることについては，前に述べられた。
ここでは，「停職」と「減給」について述べる。
（２）「停職」の程度
「停職」は，その「程度」と「期間」について規定されている。すなわち，
「期間」は，「１日以上１年以下とする」（人規１２－０．２条)。したがって，
365の「程度」があることとなる。
しかし，１月未満の場合には，「停職○日」というように「日数」をもっ
てその程度を示すが，それ以上にわたるときは，月単位即ち「停職○月」と
いうように表示される。現在のところでは，「月」と「日」を併用する場合
は見当たらない。しかし，理論上は，可能である，と解する。
（３）「減給」の程度
「減給」の程度は，「期間率」と「減額率」」の組糸合わせによって決定
されている。
まず，「期間率」は，「１年以下の期間」である。しかし，「俸給」は，原
則として「月単位」で支給されるので，「期間率」は，１月から12月までの
12の程度があることになる。ただし俸給が月２回払のときは，１回ごとの
減額は，月給の半額に「減額率」を乗じた額となる。また，昇給等によって
俸給が変更した場合には，「減給発令時の俸給」が基準となる。
つぎに「減額率」は，「俸給月額の５分の１以下」であるから，結局，５
ゼロ
分の１以下であってｏを超えてＵ､ればよいこととなる。そうすると，無限と
いってもよい程の程度をもっていることとなり，さらに，「期間率」の12種
類を合わせ考えると，目も舷む程の多様性を用意していることとなる。
２右のような状況を承ると，公務員法は墓に無限ともいうべき態様の処
分を用意していることとなる。このことは，非運行為態様の無限性との極め
て詳密な「対応関係」及至｢比例｣を予定しているもの,と考えることができる。
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２運用の状況
それでは，実際の運用状況は，どのようになっているのであろうか。
（２）
運用の実態I土，次のとおりである。
１「減給」の程度は，理論上は，無限であると考えるべきであることに
ついては，前に述ぺられた゜しかし，実際に使用されている程度は，わずか
に次の15に過ぎない。
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しかも，右15のうち①が37％，⑦が25％，⑨が17％，⑫が７％と，以上の
４で全体の86％を占めている。また，「減額月」では，７月，９月および１１
月がなく，「減額率」では，１０分の１以外では，100分の１，２，３および５
並びに５分の１の５種類しかないこと，が注目される。
２「停職」の程度は，次のとおりである。
種類ｌ①｜②｜③｜④｜⑤｜⑥｜⑦｜③｜⑨｜⑩｜⑪’⑫
）1＝=１，月数’１５日１３０日ｌ４５Ｅ
この場合も「日数」では，１５日，３０日および45日しか用いられておらず，
30日中の10分の１にすぎないしまた，「月数」では，５月，７月および１１
月が使用られていないが，使用されている「月数」では，６月，２月および
４月で全体の57.9％を占めている。
右に糸たように，365ある「程度」の中では，極めて僅少な部分しか用い
られていない。
3０
３以上で明確となったように，非運行為の態様が無限であるにもかかわ
らず，実際の運用を承ると，極めて僅少な「程度」しか用いられていないこ
とが分かる。この事実については，極めて問題が多い。
（１）最も中心的な問題は，このような対応関係は，果して，懲戒処分の種
類，程度と非運行為の態様との間に「比例・相当の原則」が保持されている
と考えるべきか否か，である。少なくとも，右統計でゑた限りでは，実際の
状況は，極めて少ない種類・程度しか使用しておらず，非運行為の態様の側
面からゑてもその多様性が，右のような少ない種類・程度に限定されている
とはとうてい考えられない。一般に，懲戒処分の種類・程度を考えるに当た
っては，「…懲戒事由に該当すると認められる行為の原因，動機，性質，態
様，結果，影響等のほか，当該公務員の右行為の前後における態度，懲戒処
分等の処分歴，選択する処分が他の公務員及び社会に与える影響等，諸般の
事情を考慮して，懲戒処分をすべきかどうか，また，懲戒処分をする場合に
（３）
いかなる処分を選択すべきかを決定することができるもの．.…･…」とされて
いるが，右に述べられた各要素は，非違行為ごとに差異があって，とうてい
ほぼ同様のものだとは考えられず，したがって，個別案件毎にその内容は全
く，あるいは，無限といってよいほどに異なっているものと考えるべきであ
る。そうすると，そのような差異のある非達行為の態様を無視して，前に検
討されたような僅少の種類・程度をもってその全体を包括することができる
とは，とうてい考えられない。仮りに－歩譲って非違行為の全体を右の種類
・程度にグループとして分類できるとしても，その各グループ毎の境界線を
どのように考えるべきかという極めて困難で不可能とでも表現することが妥
当であるような基準の定立という問題がある。もしそのような基準の定立が
可能だ，としても，現行の種類・程度の中にすべてが包摂されることとはな
りえない。非違行為の態様は，右のような考え方で分類されるには余りにも
多様無限である。
（２）ある地方公共団体では「停職」の種類は，９月までであって，１０月，
11月および12月を欠いているものがある。何故に12月を９月までとしたのか
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分明ではないが，，このような場合を考えると，当該地方公務団体では国の
場合には「停職」１０月，１１月及び12月に該当する非運行為は，国の場合のど
の種類・程度に包摂されることとなるのか。右の10月以上は，すべて「免職」
の対象となるのか，それとも，当該地方公共団体の１月は，国の場合での１
月よりも長く，９月は，それぞれ12月に対応しているもの，すなわち１月は
国の場合の１月×筈すなわち,L33月に該当すると考えるべきかという問題
を生じるが，明らかにならない。しかし，理論的には，後者の場合だと考え
るべきであろう。けだし，国の場合には10月，１１月あるいは12月の「停職」
である場合に，当該地方公共団体では「免職」になるというように考えるべ
きではないからである。いずれにしても，このような困難を倍加するだけ
の差異は設けるべきではなかろう。その理由の発見に苦しむ。
（３）つぎの問題は，懲戒処分を行う場合の基準の問題である。懲戒処分の
「比例・相当性の原則」は，社会的評価に照らした場合に，妥当と評するこ
とができるほどのものでなければならない。たとえば，「交通地獄｣，「交通
戦争」といわれるようになった時代の到来を迎えて，懲戒の基準中，交通事
故に関するものは，極めて顕著に加重変更されて，在来はせいぜい「減給」
までであったものが「免職」」をも含むように措置されるようになった。こ
のように，時系列的に承ると，懲戒基準は，社会状況の変化に応じて変転し
ているものであるので，このような基準の変更を含むことを前提とすると，
非運行為の態様の無限性に加えて基準の変更によるディターバンスがあり，
問題をより一層複雑にしている。
（４）さらに，前掲の最高裁判決は，次のように判示している。
「その（筆者注・懲戒権者の）判断は，右のような広範な事情を総合的に
考慮してされるものである以上，平素から庁内の事情に通暁し，部下職員の
゛●●●●●●●●●。・・・・・・・・・・・・・・･・・・。．．．
指揮監督の衝にあたる者の裁量に任せるのでなければ，とうてい適切な結果
●●●●●●●●●・・・・・・・・・・・・・・・・。．．．．．、
を期待することができないものといわなければならない。それ故，公務員に
゛●●●●●●●●●。・・・・・・・・・・・・・・．．。．．．．．
つきいかなる処分を選ぶかは，懲戒権者の裁量に任されているものと解すべ
゛●●●●●●●●・・･・・・・・･・・・・・。．．．．．．．
ぎである。もとより，右の裁量は，盗意にわたることを得ないものであるこ
３２
とIま当然であるが，懲戒権者が右の裁量権の行使としてした懲戒処分は．そ
れが社会観念上著しく妥当を欠いて裁量権を付与した目的を逸脱し，これを
濫用したと認められる場合でない限り，その裁量権の範囲内にあるものとし
て，違法とならないものというべきである。したがって，裁判所が右の処分
の適否を審査するにあたっては，懲戒権者と同一の立場に立って懲戒処分を
すべきであったかどうか又はいかなる処分を選択すべきであったかについて
判断し，その結果と懲戒処分とを比較してその軽重を論ずるものではなく，
懲戒権者の裁量権の行使に基づく処分が社会観念上著しく妥当を欠き，裁量
権を濫用したと認められる場合に限り違法であると判断すべきものである｡」
（傍点筆者）
右判示によると，「適切な結果を期待するためには｣，「部下職員の指揮監
督の衝にあたる者（筆者注・「任命権者｣，より正確には，「懲戒権者｣）の
裁量に任されているものと解すべきもの」である，と断定している。
（５）以上４項目について検討されたが，（力懲戒処分を行なうに当たって
考慮するべき事項の組合せは，極論すると，無限であり，（ｲ）懲戒処分体系
の整合性についての問題があり，さらに，（ｳ）懲戒処分基準の社会的変動に
応じての変更があり，加えて(ｴ）懲戒権者の裁量権の領域が極めて大である
こと，などを考慮すると，前に述べられた非違行為態様の無限性に対応する
懲戒処分の態様もまた無限となってしまい，両者の関係は，どのように考え
るべきかについては，極めて大なる問題があるといわなければならない。
３懲戒処分と比例原則（｢相当'性原則｣）
懲戒処分の種類・程度の決定に当たっては，非違行為事実の態様に厳格な
比例関係を貫徹することが必要か否か，について検討する。
（４）
（~）まず，「比例原則」Ｉま，これを懲戒処分の領域において適用する場合
には，どのように考えるべきであるか。私見は，厳格な比例原則はとうてい
貫徹しえない考えるので，懲戒処分の場合には，「相当性原則」と仮称した
い。「比例原則」を「懲戒処分の選択ないし懲戒事由と処分との均衝につい
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（５）
て客観的妥当性ないし相当性を要求するもの」と，ずるしの力:ある。しかし，
その論旨を糸ろと，「相当性原則」に近いように思える。「相当性原則」とは，
結局において，非運行為事実と懲戒処分の種類．程度との間には「相当の関
係」があれば足りると考えるべきであろう。つまり，非達行為事実のあるグ
ループと，懲戒処分の種類・程度のあるグループとの間に相当性の存在ある
いは対応関係があることをもって足りると考える。また，国家公務員法は，
「公正」（同法74条１項)，「平等取扱いの原則」（27条）および「不利益取扱
いの禁止」（98条３項）以外の基準・原則を定めておらず，すべてを懲戒権
者に委ねていると，考えてよい。
●また，懲戒処分の目的は，結局において，「その責任を確認し，及び
その将来を戒めるもの」（人規１２－０．４条）であり，換言すれば，公務秩
序への侵害を復旧し，公務秩序を維持するためのものでもある。したがって，
部内の事情に精通している懲戒権者が，その知識の上に立って公務秩序維持
の観点から，処分を行うか否か，処分を行うとすればどの種類．程度の処分
を選択するか，を決定する裁量権をもつが，その目的はあくまでも公務秩序
の維持にあるので，その目的達成のためには，どの種類・程度の処分を行え
ば足りるか，の判断を中心としてなされる筈である。右判断は，極めて特殊
的・具体的なものであり，したがって，やむを得ず懲戒権者の判断に委ねざ
るを得ないものということができる。この意味からいって，「相当性原則」
を承認せざるを得ないということができる。
ロさらに，各省庁における懲戒処分は，知見の限りでは，当該省庁の過
去の懲戒状況を主たる参考とし，そのうえで懲戒基準の変更があったときは
これを考慮に入れて微調整を行ったうえ，さらに他の省庁の状況をも参考と
したうえで決定に至るというのが，一般のようである（過去のほぼ同一の事
案についての人事院の判定を参照する場合もある)。このような場合，懲戒
権者の判断は，とかく右のような既存の懲戒処分状況に左右されることとな
り，したがってまた，新しい処分（右の各系列に存在しないような）を選択
することが少なくなるという結果をきたすもの，と考える。
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四以上の検討結果からゑて，懲戒処分について非達行為事実と処分の種
類・程度の間に厳格な比例原則を貫徹するように求めることは，本来的には，
不可能を強いるものといわざるを得ない。ことに，懲戒処分の二重目的(｢当
該職員の反省を求め将来を戒める目的」および「公務秩序維持の目的｣）を
考え合わせると，仮りに全く同一の事案（このような事案は，現実には存し
ないが）であったとしてもなお，省庁毎の特殊性，担当職務の内容等を考慮
したときには，異った処分がなされる可能性を否定することができない。
このような場合の存在もまた「比例原則」の適用を困難にする要因の一とな
る。
おわりに
以上，懲戒処分の実際と理論について，とくに「相当性原則」を中心とし
て検討するところがあった。枚数の関係での制約があったので，論ずべき諸
点について大部分を省略せざるを得なかったことをお断わりしておきたい。
懲戒処分については，極めて多くの問題があるので，機会を得られれば，種
々論じてふたい。なお，本稿は，「比較法制研究所」主催の研究会において
発表したものを鑿序したものである。
〔注〕
１）１．参考迄に，西ドイツの連邦懲戒法（Bundesdisziplinarordnung）をふ
ると，この法律によって訴追される事由（同法２条）は，次のようである。
イ「官吏」については，官吏関係にある間に犯した職務違反ロ退職官吏
については，（a)官吏関係にある間に犯した職務違反(b)退職後に犯した職務違反と
糸なされる行為く連邦官吏法(Bundesbeamtengesetz）７７条〉
２．種類は次の７種である。
（１）戒告（Verweis）
（２）現金罰（Geldbusze）
（３）減給（Gehaltskiirzung）
（４）最終俸給の低い同一のラウフペーンの官職（einAmtderselbenLau‐
fbahn）えの転職
（５）職務追放（EntfernungausdemDienst）
（６）恩給減額（KiirzungdesRuhegehalts）
懲戒処分と比例原則（中村）３５
（７）〃の剥奪（Aberkennung）
右のうち見習官吏については(1)および(2)の糸，また，退職官吏については，（６）
と(7)の承が科せられる。なお，以前には「戒告」の下位に「警告」（Warnung）
が，また，「減給」の上位のそれとして「昇給停止」（Versagung）および「降
給」（Einstufung）があった。
３右の種類の概要は以下のとおりである。
（１）「戒告」昇進についての成績の証明にならず，また，人事記録の記入は，
３年後には抹消される。当該官吏は，懲戒処分に付されなかったものと承なされ，
したがって，事後の懲戒については右処分がなされたことは考慮されない（わが
国では昇給の延伸がなされ，その影響は，在官中存在する)。
（２）「現金罰」わが国には，この制度はない。罰金の額は，当該官吏の給与の
月額を超えることができない。また，額は，官庁の種類によって異なっており，
最上級官庁は，給与月額まで，直近下位の所属長は同半額まで，その他の所属長
は同４分の１額までとなっている。この処分も，「戒告」と同様，昇進について
の成績証明の支障とならず，人事記録への記入は３年後に抹消される。
（３）「減給」減額率は，給与月額の５分の１を超えることができず，また，期
間は，最長５年迄である。処分が継続している間は，昇進（Bef6rderung）で
きない。人事記録の記入は，５年後に抹消される。わが国の場合と，減額率は同
一であるが，期間が長い（わが国では12月迄。また，抹消されることはない｡)。
（４）「最終俸給の低い同一のラウフパーンの官職えの転職」５年を経過し，成
績良好の証明があるときに限って，再び昇進することができる。
（５）「職務追放」給与および扶助給与の請求権ならびに官職名および官職と関
連して付与された称号を帯び，かつ，制服を着用する権能を失う。わが国では，
「免職」に相当するか。
（６）「恩給の減額および恩給の剥奪」
なお，西ドイツでは，懲戒権者は，「官庁」「所属長」および「懲戒裁判所」で
あり，その科しうる懲戒の種類・程度を異にしている。なお，詳細については，
「Claussen-Janzen，Bundesdisziplinarondung」参照のこと。
２わが国の懲戒制度
（１）官吏懲戒令（明３２勅令63）……「免官」「減俸」および「證責」（筆者
注・「停職」がない｡）
（２）国会職員…･･･「戒告｣，「減給」および「免職」（国会職員法29条）（｢停
職」がない｡)。
●●
（３）自衛隊員･…・・「免職｣，「降職｣，「停職｣，「減給」および「戒告」（自衛隊
法46条）
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（４）地方公務員……国家公務員と同じ（地公法29条）
（５）船員……「上陸禁止｣，「戒告」（船員法23条）
（６）民間労働者……「戒告｣，「證責｣，「減給｣，「出勤停止｣，「昇給・昇格の制
限｣，「停職｣，「降職｣，「諭旨解雇｣，「懲戒解雇｣，「退職金・賞与の減額｣，「罰
俸｣，「過怠金｣，「役職剥奪｣，「休職｣，「職務替｣，「謹'膜」など様々であるが，一
般的なものとしては，「證責｣，「減給｣，「出勤停止」および「懲戒解雇」がある。
３外国の概要は，次のとおりである。
（１）フランス……「戒告｣，「證責｣，「昇進候補者名簿からの削除｣，「昇給延
伸｣，「号俸降給｣，「転任｣，「官等降格｣，「職権による退職処分｣，「恩給受給権の
停止を伴わない罷免｣，「`恩給受給権の停止を伴う罷免」および「六ヵ月を超えな
い期間の一時停職」
（２）イギリス……「戒告｣，「将来の増額の停止あるいは増額または既得増額の失
効｣，「損失または損害の全部または一部の弁償｣，「移転費用の自弁を伴う懲戒的
転任｣，「停職（給与喪失)｣，「降格｣，「減額年金付退職」および「免職（年金ま
たは一時金なし)」
（３）アメリカ……「戒告｣，「鑓責｣，「停職」「降位ないし降給または離職にい
たる迄の各種の矯正措置（アメリカでは，懲戒処分と分限処分との区別は明確で
はない｡)。
2）積算の基礎は，人事院公平局監修・日本人事行政研究所「公平審査の実務と判
定要覧」中の不利益処分審査関係中の懲戒処分関係分（228ページ～523ページ）
を集計したものである。当然のことながら，不服申立てをされた処分についての
ものであるから，不服申立てをされなかったものを含めた全処分数の状況とは状
況を異にするものであるから，この点を注意する必要がある。
詳細は，次のとおりである。
○戒告450件
○減給５１４
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3）「大蔵省・行政処分無効確認等請求事件」（神戸税関事件）
昭52.12.20最高裁３小判決
同じく「大蔵省・行政処分取消請求事件」（全財務四国財務局事件）・昭52.
12.20最高裁３小判決
などがある。
4）「比例原則」（PrinzipderVerh2iltnism盆ssigkeit）は，一般に，「公共の
福祉からの必要と権利または自由の侵害が正当な比例を保つべしとする原則」だ
とされる。この原則は，行政法領域において種々問題とされるが，とくに警察作
3８
用の基礎原則の一つとして論じられている。すなわち，「警察権によって除こう
とする障害の程度と，これを除くことによって生ずる社会上の不利益との間に，
正当な比例を保たなければならない」（田上穰治・「警察法」（新版)」７４頁以下）
5）懲戒処分についての可法審査の型式について，これを「比例原則審理型」と
「裁量濫用統制型」とに分けるもの（阿部泰陸・「公務その懲戒処分における裁
量権の限界」人事行政Nbし８２頁以下）があるが，現在の可法審査は，前引用判
決によって明らかになるように，後者が主流であると考えてよいであろう。
そうすると，懲戒権者の裁量権の範囲は極めて広範なものとなる。場合によっ
ては，適法領域内の裁量であっても，公務員の身分保障を損う場合がありうる。
その場合の事事上の制約として，
（１）懲戒事由該当性の前提の充足
（２）社会的評価についての考慮
（３）過去の処分系列との斉合性についての検証
（４）当該処分によって当該職その受ける不利益と当該処分をすることにより
公務秩序の維持を確保する利益との比較衡量を挙げるものがある（拙論・「違
法な懲戒処分」季刊人事行政Nu８，１９頁以下)。
前者の「比例原則審理型」については，本稿で於討されたように，懲戒処分
における「比例原則」の適用については，種々の困難があることからゑて，こ
の原則を適用することには問題が多い。たとえば，郵政・減給処分取消請求事
件（全逓香芝局スト事件・昭50.12.15奈良地裁）などは，「……前記桜井分会
責任者や婦人部長が処分されなかったことの均衡からふて……」などを基準と
して，「裁量を著しく逸脱，濫用したもので無効として取消されるぺきものと
解するほかはなく.…..」として,裁量権の逸脱濫用の－要素として挙げている。
「比例原則審理型」から「裁量濫用統制型」えの過渡期型とでもいったらよ
いか。
